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平成 28 年８月 10 日 

各 位  

会 社 名  株 式 会 社 ツ ノ ダ 

代 表 者 名  代表取締役社長 角田 重夫 

コード番号   7 3 0 8（ 名 証 第 二 部 ） 

問 合 せ 先  取締役 ES 部ジェネラルマネージャー 渡邉 雅樹  

（ TEL： 0568-72-2331） 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 
当社は、平成 28 年８月 10 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 28 年９月

28 日開催予定の第 80 期定時株主総会に付議することを決議しましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

記 

１．変更の理由 

(１)公告方法の変更 

公告閲覧の利便性の向上および経費の削減を図るため、当社の公告方法を電子公告に変更し、

併せてやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告方法

を定めるものです。 

 

(２)株主総会の招集権者および議長に関する規定の変更 

   株主総会の運営に、経営体制に応じた柔軟性を持たせるため、招集権者および議長に関す

る規定の変更を行うものであります 

 

(３)インターネット開示（ウェブ開示）制度導入に関する規定の新設 

インターネットの普及を考慮して、法務省令の規定に基づき、株主総会参考書類等への記

載事項の一部をインターネットにより開示することを可能とするため、当社定款に第 18 条(株

主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供)を新設するものです。 

 

(４)単元株式数および発行可能株式総数の変更について 

単元株式数および発行可能株式総数の変更については、会社法第 182 条第 2 項および第 195

条第１項の定めに基づき、株主総会における定款一部変更決議を経ずに本定款変更を行いま

す。 

なお、詳細は本日別途開示いたしました「単元株式数の変更、株式併合および発行可能株

式総数の変更に関するお知らせ」をご参照ください。 
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２．変更の内容 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告は、名古屋市において発行す

る中部経済新聞に掲載する。 

 

 

 

 

第２章 株式 

(発行可能株式総数) 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、19,735,000

株とする。 

 

(単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、1,000 株とする。

 

第３章 株主総会 

(招集権者および議長) 

第 15 条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、

議長となる。 

 

 

  ２ 取締役社長に事故があるときは、取締役会

においてあらかじめ定めた順序に従い、他の

取締役が株主総会を招集し、議長となる。 

 

(新設) 

 

 

第１章 総則 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告は、電子公告とする。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない

場合は、名古屋市において発行する中部経

済新聞に掲載する方法により行う。 

 

第２章 株式 

(発行可能株式総数) 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、1,973,500

株とする。 

 

(単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、100 株とする。 

 

第３章 株主総会 

(招集権者および議長) 

第 15 条 株主総会は、代表取締役がこれを招集す

る。代表取締役に事故があるときは、取締

役会においてあらかじめ定めた順序に従

い、他の取締役が株主総会を招集する。 

２ 株主総会の議長は、取締役会において

あらかじめ定めた順序により、役員が議

長となる。 

 

(株主総会参考書類等のインターネット開示とみな

し提供) 

第 18 条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類およ

び連結計算書類(当該連結計算書類に係る

会計監査報告および監査報告を含む)に記

載または表示をすべき事項に係る情報

を、法務省令に定めるところに従いイン

ターネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したものと

みなすことができる。 
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３．変更予定日 

定款変更のための株主総会開催日 平成 28 年９月 28 日(水) 

定款変更の効力発生日      平成 28 年９月 28 日(水) 

以上 

現行 変更案 

第 18 条～第 39 条 （条文省略） 

 

(新設) 

第 19 条～第 40 条 （現行どおり） 

 

附則 

第６条および第８条の変更は、平成 29 年１月１日

に効力が発生するものとする。なお、本附則は当

該効力発生日をもって削除する。 


